
様式第１号

  年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画（実績）書

１－１．事業実施主体名（事業を実施する直売所）

１－２．連携する事業実施主体名（連携する直売所）

２－１．過去３か年の販売額（事業実施主体）

（単位：百万円）

年度

販売額

２－２．事業実施後３か年の販売見込み額

（単位：百万円）

年度

販売額

３．地域の現状と課題

４．直売所の現状と課題



５．事業実施（予定）期間及び事業実施対象地域

６．事業の実施方針

（注）１．事業の目的、方針、達成する地域・直売所の姿などを記述

２．実績報告では、実施内容及び成果、今後の取組方針に係る資料を

添付（様式は任意）

７．現状と目標

新たな取組の実施による効果

成果指標 現 状

（令和  年度）

目 標

（令和  年度）

増加率 備 考

（注）実績書では目標欄の下段に当該年度の実績を（ ）書きで記入する。

８．事業の内容（計画又は実績）

項  目 内  容 備  考

９．事業実施スケジュール

項 目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 備 考



１０．事業費

項   目 事 業 費 算出の根拠等

合   計

１１．経費の配分

項   目 総事業費
補助対象

経  費
県補助金 市 町 費 その他 備 考

合   計

１２．経費の内訳

項   目 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考

旅費

・調査等旅費

・委員等旅費

諸謝金

委託費

事務費

・通信運搬費

・使用料

・印刷製本費

・消耗品費

・報酬、給与、

職員手当等

・共済費

・雑役務費

・その他

合   計



様式第２号

  年  月  日

長崎県知事       様

住所

氏名（法人等にあっては名称

及び代表者の氏名）  

年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画認定申請書

  年度において、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画の認定を受け

たいので、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実施要綱第３の１の（1）に

基づき、事業計画書（様式第１号）及び環境負荷軽減のチェックシート（様式
第５号）を添えて申請します。

   

発行責任者及び担当者

発行責任者 〇〇 〇〇（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）

発行担当者 △△ △△（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）



様式第３号

  年  月  日

長崎県知事       様

住所

氏名（法人等にあっては名称

及び代表者の氏名）  

年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画書の変更申請について

  年  月  日に認定を受けた  年度長崎県農山村地域ビジネス向上

支援事業計画の変更を行いたいので、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業

実施要綱第３の３の（1）に基づき、事業計画書（様式第１号）を添えて申請し

ます。

   

発行責任者及び担当者

発行責任者 〇〇 〇〇（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）

発行担当者 △△ △△（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）



様式第４号

  年  月  日

長崎県知事       様

住所

氏名（法人等にあっては名称

及び代表者の氏名）  

年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実績報告書

  年度において、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実施要綱第３の

４に基づき、事業実績書（様式第１号）を添えて報告します。

  

発行責任者及び担当者

発行責任者 〇〇 〇〇（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）

発行担当者 △△ △△（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）



（様式第５号）

環境負荷軽減のチェックシート

① 農山漁村振興交付金は、事業実施期間中において、次の１から５までの取組
の全ての項目を実施することが交付要件となっています（ただし、該当しな
い取組を除きます。）。

② 事業実施期間中に実施する取組について、「チェック欄（事業申請時）」に ✓ 
を記入してください。

③ 事業実施期間中に実施した取組について、「チェック欄（実績報告時）」に ✓ 
を記入してください。

１

適正な施肥・防除、悪臭及び害虫の発生防止
○ 農産物の調達を行う場合は、環境負荷低減に配慮した農
産物等の調達を検討する。（該当しない ☐）
○ 肥料・飼料等の製造を行う場合は、悪臭・害虫の発生防
止・低減に努める。（該当しない ☐）

チェック欄
(事業申請時)

☐

チェック欄
(実績報告時)

☐

２

エネルギーの節減
○ 施設・機械・器具等の電気・燃料の使用状況の記録・保
存に努める。（該当しない ☐）
○ 省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をし
ない（照明、空調、ウォームビズ・クールビス、排ガス対
策機械の利用等）。（該当しない ☐）
○ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討する。
（該当しない ☐）

☐ ☐

３

廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分
○ プラスチック等廃棄物の削減に努め、使用済みプラスチ
ック等の廃棄物が発生する場合は、関連する環境法令に応
じた処分等に努めるなど適切に対応する。（該当しない ☐）
○ 資源の再利用を検討する。（該当しない ☐）
○ 食品を取り扱う場合は、食品ロスの削減に努める。
（該当しない ☐）

☐ ☐

４

生物多様性への悪影響の防止
○ 生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合
は、生物多様性に配慮した事業実施に努める。（該当しない
☐）

☐ ☐



○ 水質汚濁防止法における特定施設に該当する場合は、排
水処理に係る水質汚濁防止法を遵守する。（該当しない ☐）

５

環境関係法令の遵守
○ みどりの食料システムを理解する。
○ 適切な施肥・防除、悪臭及び害虫の発生防止、エネルギ
ーの節減、廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適
正な処分、生物多様性への悪影響の防止等に際して、関連
する法令を遵守する。
○ 環境配慮の取組方針の策定や研修による知見・情報の収
集に努める。
○ 機械等を扱う場合は、製造機械等の適切な整備と管理の
実施に努める。（該当しない ☐）
○ 正しい知識に基づく作業安全に努める。

☐ ☐



（様式第６号）

連携する直売所の名簿

直売所名 住所 氏名（法人等にあっては名称及び代表
者の氏名）


